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Abstract 
We studied the ways of a corporate intellectual property strategy that made its open innovation 
successful.  New product development strategies can be divided into the market in type and the 
product out type, and each patent strategy will be different.  Apple (the company) is considered to be 
a market in type company, because of its successful open innovation cases such as iPod.  This paper 
investigated and analyzed the company's patent ／ design applications. 
According to our research, a tendency to focus on specific areas of patent applications was found.  
Market in type companies to leverage open innovation has, at first, set a clear and comprehensive 
product concept, then patented it, and considered the necessary technical elements.  During this 
process, the company makes strategic selections that each key technology is to be developed by the 
open innovation or the closed innovation.  The company's patent application has shown the 
intensifications in specific technology areas.  It suggests the company’s advantage due to its faster 
decision-making techniques for selecting key technologies from the product concept.  In other words, 
a market in type company which is successful in the open innovation concentrates its intellectual 
property application to specific areas, because it consolidated resources to areas of focused 
development.  It combines masterfully the open innovation strategy, which emphasizes the 
collaboration with other companies, and the closed innovation strategy, which depends upon the in-
house development. 
 
要  約 
オープン・イノベーションで成果を上げている企業の知財戦略のあり方について研究した。
新製品開発戦略はマーケットイン型とプロダクトアウト型に大別できるが、それぞれの特許戦
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略は異なると考えられる。アップル社（以下、同社）は、iPod 事例などからオープン・イノ
ベーションで成功しているマーケットイン型企業と位置づけられる。本研究では同社の特許・
意匠出願を調査・分析した。 
その結果、特許出願を特定の分野に集中させる傾向を発見した。オープン・イノベーション
を活用するマーケットイン型企業は、まず包括的な特許を取得し製品コンセプトを明確に設定
し、次いで必要な技術要素を検討すると考えられる。その過程で重要技術要素をオープンとク
ローズのどちらで開発するか戦略的選別を行う。同社の特許出願から製品コンセプトから要素
技術を抽出し選別する意思決定が早く、その優位性が特許出願の集約化に表れているといえる。
つまり、オープン・イノベーションで成功するマーケットイン型企業は、他社との連携を重視
するオープン戦略と自社開発のクローズド戦略とを上手く組み合わせ、自社開発分野にリソー
スを集約するため、特定分野に知財出願が集中すると考える。 
 
 1 ．はじめに ─ 本研究の位置づけと先行研究の関係性 ─ 
本研究は、オープン・イノベーションの技術戦略における特許戦略のあり方について述べる。 
オープン・イノベーション時代における企業の特許出願は、特定の分野に特許出願を集中させる傾向
にあることを説明する。また、オープン・イノベーションにおける技術戦略のあり方を 2 つの企業タイ
プに類型化（マーケットイン型企業とプロダクトアウト型企業）し、特にその中でもマーケットイン型
企業として位置づけられるアップル社の特許出願・意匠出願を分析する。その結果からオープン・イノ
ベーションの技術戦略では特定分野に特許出願が集中することを明確にする。 
 
 1 ．1 先行研究 
オープン・イノベーションはチェスブロウ１によって提唱されたイノベーションコンセプトである。
チェスブロウは、「企業が技術革新を続けるためには、企業内部・外部のアイデアを採用し、企業内
部・外部において開発を行いながら発展させ商品化を行う必要がある。」と説いた。そして、オープ
ン・イノベーションを「企業内部と外部のアイデアを有機的に結合させ、価値創造すること」と定義し
ている。 
オープン・イノベーションは、様々な捉え方があり、技術に対するものなのか、人材に関するものな
のか、製品に対するものなのか、一概に何かを具体的に特定する言葉ではないコンセプトワードとい
える。 
イノベーションに関する研究でアップル社を事例にした先行研究は、吉川２,３、山本４、妹尾５らによ
って研究がなされている。以下にこれら研究を要約し、本研究との関係は、1.2項と1.3項で論ずる。 
吉川は、「オープン・イノベーションは、イノベーションの企業間分業」という視点より、オープ
ン・イノベーションを分析している。特に、部品の製造と iPod の組み立て（ここでは、もの作りと言
う）と、iPod の製品開発の、企業間の分離の意義を明確にした。この議論は、もの作りと新製品開発
を明確に区別し、企業間での分業の意義を論じ、なぜ、新製品開発により大きな利益が生じるかを検討
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している。 
また、山本は、iPod と iTunes のビジネスモデルを製品とソフトウェアが一体となって継続的かつ多
面的に進化している点を指摘している。そして、妹尾は、アップル社の製品開発を完成品コンセプト主
導での「アウトサイドモデル」として位置づけ、事業における競争力を指摘している。 
 
 1 ．2 オープン・イノベーションにおける技術戦略の重要性 
オープン・イノベーションにおける技術戦略の重要性を議論する場合に、様々な視点が存在する。技術
からみたオープン・イノベーションのいくつかの視点を先行研究から把握し、その重要性を明確にする。 
 
 1 . 2 . 1 技術の有用性 
企業にとって技術は有用な資源の 1 つである。この資源を有効に活用することが企業の競争優位性の
一要因になるといえる（妹尾６）（長谷川７）（寺本・山本８,９）（Porter10）。知的財産権の活用の視点か
ら自社実施技術のみならず、他社が実施できる知的財産権があれば、積極的にライセンスアウトするこ
とや他社特許を有効活用する姿勢も必要となる。このように自社事業を戦略的に進めていくためには、
自社技術のみならず、他社技術の積極的導入も必要となる（西村11）（チェスブロウ）。 
このように技術の有用性を理解すると自社の要素技術（ここでいう要素技術とは製品を構成する要素
に関わる技術）の認識や他社の技術との比較における分析が重要となる。 
 
 1 . 2 . 2 自社技術の明確化 
自社技術の戦略的開放や他社技術の導入において、重要となる視点は自社技術の明確化と他社技術の
評価の視点である（高井、宮崎12）。自社技術においては何がコアテクノロジー（ここではコアテクノ
ロジーとは重要な要素技術をいう）か、もしくは周辺応用技術なのか、他社技術は、自社技術に対して
どのような位置づけになるのかを明確にしておかなければならない。このような視点を持つことで迅速
な意思決定が可能となり、技術開放や導入に対して明確な判断基準のもとで選択肢を持つことができる。 
自社技術の明確化を行うことで自社と他社の技術を使い分けすることができる。自社と他社の技術の
使い分けの中で戦略的な意図を持った開発リソースの分配が可能となる。 
 
 1 . 2 . 3 自社技術開発のスピードアップ化 
コアテクノロジーを明確化することで、製品コンセプトの重要要素技術を判断することが可能となる。 
重要要素技術を特定できれば、他の要素技術と連携するのか、他社技術を採用するのかを判断するこ
とができる（妹尾）（元木13）。このプロセスをとることで製品開発期間の短縮化が可能となる。 
企業のコアテクノロジーが製品の重要要素技術を包含する場合、企業はクローズド・イノベーション
を推進することで、技術開発のスピードを上げていくことができる。他方、企業のコアテクノロジーが
製品の重要要素技術を持たない場合は、企業はオープン・イノベーションかクローズド・イノベーショ
ンかを費用比較の中から選択する必要がある。 
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コアテクノロジーを明確に認識することにより、リソースを集約化させ、技術面での競争力を最大限
に生かしながら、技術開発のスピードを上げていくことが可能となる。 
 
 1 ．3 本研究の論点 
以上より、オープン・イノベーション時代には、企業の技術開発動向に変化が現れることが予想する
ことができる。その変化は、端的には企業の特許出願に反映されると考えられる。しかし、これまでの
研究では、オープン・イノベーション時代において企業の特許出願傾向に変化が現れることは十分に指
摘されていなかった。本研究では、オープン・イノベーションにおける企業の特許出願に着目する。 
オープン・イノベーションでの技術戦略のあり方を 2 つのタイプに類型化（マーケットイン型とプロ
ダクトアウト型）し、その中でもマーケットイン型企業として位置づけられるアップル社の特許出願・
意匠出願を分析することで、オープン・イノベーションでは特定分野に特許出願が集中することを明確
にする。 
 
 2 ．マーケットイン型企業とプロダクトアウト型企業の技術戦略 
 2 ．1 マーケットイン型企業の技術戦略 
マーケットインとは、自社製品や商品を開発・提供・販売を行う際に、市場や顧客のニーズを汲み取
った上でそれらの事業活動に取り込んでいく考え方をいう（グロービス14, 15）。マーケットイン型企業
の技術戦略の特徴は、外部環境と自社の内部環境の把握から製品コンセプトの明確化から始まる（寺本、
山本）。その際にいくつかの要素技術を想定し、製品コンセプトの構成要素に組み込んでいく。 
しかし、マーケットイン型企業の技術戦略は、製品コンセプトのみで留まらず、技術要素の具体的構
成要素を特定する。その中でも特に自社に必要となるキーテクノロジーを明確化し、自社開発を行うも
のは自社で行い、自社開発できないキーテクノロジーやその他周辺技術に関しては、オープン・イノベ
ーションで行う。このような分業体制をとることができるのが、マーケットイン型の技術戦略の特徴で
ある。これによって特定の要素技術に技術集約が行われることになる。 
 
 2 ．2 プロダクトアウト型企業の技術戦略 
プロダクトアウトとは、自社製品や商品を開発・提供・販売を行う際に自社の有する技術や優位性な
どを基本にそれらの事業活動に取り込んでいく考え方をいう（グロービス）。 
プロダクトアウト型企業の技術戦略の特徴は、インサイドアウトの思考から自社技術の保有内容から
判断し、自社の技術面での得意・不得意、他社と比較して優位性があるということを前提として製品開
発が進んでいく（寺本、山本）。 
製品開発をする上で自社技術にない技術要件は、自社で新たに開発するか他社技術の導入によって技
術を補完していく。製品開発当初は、技術開発も分業を前提として進めるよりも摺合せ的な製品開発方
法によって進められる（高井、宮崎）（藤本16）。 
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 2 ．3 本研究で利用するフレームワーク 
企業の技術戦略は、マーケットイン型企業の技術戦略とプロダクトアウト型企業の技術戦略に大きく分
けることができる。本研究ではこのフレームワークを利用し、技術戦略の特徴を捉えていくこととする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１(a) オープン・イノベーションとクローズド・イノベーションのマーケットイン型企業、プロダ
クトアウト型企業の技術戦略の違い（著者作成） 
 
 プロダクトアウト マーケットイン 
オープン・イノ
ベーション 
・要素技術の明確な使い分けを行う 
・必要技術を明確化し、必要技術の中でも最
も重要な要素技術に集中 
・自社内に特定要素技術の集約化 
・代表企業：Google 
・製品コンセプトを中心とした特定（他社か
ら調達できない技術）の要素技術のみ（統
合技術）を自社開発 
・自社内に特定要素技術の集約化 
・その他の技術は他社技術を利用 
・代表企業：アップルの iPhone 
クローズド・ 
イノベーション 
・要素技術をインテグラルにすり合わせるこ
とで自社開発を行う 
・要素技術の明確な使い分けをしない 
・周辺技術も同時に開発 
・代表企業：マイクロソフト、ソニーのモバイル
分野の開発 
・必要とされる技術をすべて自社開発 
・必要技術を他社に委ねるという戦略は原則
取らない 
・代表企業：'90年代迄の任天堂 
 
図１(b) オープン・イノベーションとクローズド・イノベーションのマーケットイン型企業、プロダ
クトアウト型企業の技術戦略の違い（著者作成） 
 
図１(a)並びに図１(b)は、オープン・イノベーションとクローズド・イノベーションのマーケット
イン型企業、プロダクトアウト型企業の技術戦略の違いを示している。 
マーケットイン型企業のクローズド・イノベーション戦略は、製品コンセプトの段階で要素技術の選
別を行い、必要技術を明確化する。この段階で必要とされる技術をすべて自社開発することを試み、必
要技術を他社に委ねるという戦略は取らない。 
プロダクトアウト型企業のクローズド・イノベーション戦略は、要素技術の開発を自社で行うが、こ
プロダクトアウト マーケットイン
クローズド
イノベーション
オープン
イノベーション
要素
技術1
要素
技術2
要素
技術3
要素
技術1
要素
技術2
要素
技術3
要素
技術4
要素
技術4
要素
技術1
要素
技術2
要素技術1
要素技術2
─   ─ 156
の際に要素技術の明確な選別を行わない。これにより周辺技術も同時に開発することとなる。 
マーケットイン型企業のオープン・イノベーション戦略が、クローズド・イノベーション戦略と異な
る点は、特定の要素技術のみを自社開発する点である。これにより自社内に特定要素技術の集約が行わ
れ、その他の技術は他社技術を利用することとなる。 
プロダクトアウト型企業のオープン・イノベーション戦略が、クローズド・イノベーション戦略と異
なる点は、要素技術の明確な使い分けを行う点である。必要技術を明確化し、必要技術の中でも最も重
要な要素技術に集中する。これにより自社内に特定要素技術の集約が行われることになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ オープン・イノベーション戦略をとった場合のマーケットイン型企業、プロダクトアウト型企業
の技術戦略のビジネス思考プロセスの傾向（著者作成） 
 
図２は、マーケットイン型企業とプロダクトアウト型企業の技術側面からみた製品開発の思考プロセ
スのコンセプトを示している。オープン・イノベーションでは、マーケットイン型企業の技術戦略は、
製品コンセプトを起点として、要素技術の開発がスタートする。その中で特定の要素技術に技術集約を
行い、コアテクノロジーの集約化が実現する。このタイプの思考プロセスは、製品コンセプトから特定
要素技術へ移行する（上から下への矢印）。他方、プロダクトアウト型企業の技術戦略は、自社のテク
ノロジーを起点としてスタートし、製品開発の段階でキーテクノロジーの摺合せで応用技術を開発する。
このタイプの思考プロセスは、基礎的な要素技術からアプリケーションレベルの要素技術へ移行する
（下から上への矢印）。このようにマーケットイン型企業とプロダクトアウト型企業の技術戦略は異なる
プロセスを持つ。 
 
 2 ．4 マーケットイン型企業のアップル社 
マーケットイン型企業の典型として位置づけられるのが、iPod の製品開発で成功したアップル社で
ある。 
本研究でのマーケットインの定義に当てはめると、アップル社は、製品コンセプトやビジネスモデル
を明確にした上でいくつかの要素技術を想定し、製品の構成要素に組み込んでいくプロセスをとってい
る（妹尾）（元木17）。図２のフレームワークで説明すると製品コンセプトの要素技術をいくつか抽出し、
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自社において必要な要素技術を特定した上で、自社開発技術か他社開発技術を明確にするビジネス思考
プロセスをとる。このプロセスを進めながらマーケットイン型企業は技術開発を行うことになる。 
 
 3 ．本研究における特許、意匠分析方法 
 3 ．1 特許に付与された国際特許分類（IPC）の調査方法 
特許に付与された IPC（International Patent Classification；国際特許分類とは、国際的に統一さ
れ使用される特許文献の技術分野を表した分類）は、国際的に統一され使用される特許文献の技術分野
を表した分類）をカウントすることで特許出願の技術傾向を見ることが可能となる。IPC により技術
動向を把握することにより、コアテクノロジーとノンコアテクノロジーの存在とその展開を把握できる。 
 
 3 ．2 調査方法とデータベースの説明 
DWPI データベース、その他各種特許データベース（ATMS、EPFULL、PCTFULL、USPATFULL、
IFIPAT、IPDL）を使用し、特許・意匠登録出願統計を抽出した。調査期間は、マーケットイン型製
品として成功した iPod の開発時期に着目し、1997年発行資料から2009年12月時点発行資料を対象と
した。 
 
 4 ．オープン・イノベーション時代のアップル社の知財・技術戦略の事例 
 4 ．1 アップル社の WO、EP、US、JP 特許出願年毎の推移 
図３はアップル社の WO（国際特許出願）、EP（欧州特許出願）、US（米国特許出願）、JP（日本特
許出願）の件数推移である。1997年以降としたのは、マーケットイン型製品として成功した iPod の開
発時期以降の特許出願数をみるためである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※各特許の出願日を基準としてカウントした。 
図３ 出願年毎の出願件数推移 
1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009
WO 5 18 17 8 17 34 11 36 55 56 207 202 174
EP 5 17 33 10 21 35 12 49 68 67 221 241 176
US 142 122 110 98 149 198 217 258 296 421 653 734 227
JP 2 4 7 9 8 16 8 25 27 33 43 13 6
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図３より、2001年の iPod の誕生以降、製品リリースのタイミングにあわせて出願件数を徐々に増加
させていることが把握できる。しかし、特許出願に大きな変化があったのは、i-Pod touch の誕生前後
（2006－2007年）である。それまで US が中心だったアップル社の特許出願が WO、EP も大幅に増加
させていることが明確となった。実際に2006年の段階で US 出願は421件、WO 出願は56件、EP 出願
は67件であったが、2007年の段階では、US 出願は653件、WO 出願は207件、EP 出願は221件となっ
ている。この様に i-Pod touch、iPhone の発売以降の特許出願の件数は、急激に伸びていることが把握
できる。これは、スマートフォンに関する特許出願の増加を示唆している。 
 
 4 ．2 アップル社の特許出願動向（IPC 付与傾向の詳細） 
本項目では、アップル社の IPC 付与傾向を明確にすることにより、アップル社の特許出願状況の技術
分野別の集約度を把握することとする。具体的には、DWPI データベースより出力されたレコードの
IPC 付与推移から技術集約度を明確にする。また、それらの結果から推定できる仮説についても述べる。 
 
 4 . 2 . 1 IPC 付与（セクション：A－H）の出願状況 
DWPI データベースを利用した分析から、アップル社の出願は、A セクション（37レコード）、B
（71レコード）、C（ 2 レコード）、D（ 0 レコード）、E（16レコード）、F（57レコード）、G（3706レ
コード）、H セクション（1614レコード）に分類される。 
結論として、G セクション、H セクションにレコード数が集中している。 
G セクションは、主にインターフェース、ディスプレイ、ビジネスモデルを含む特許分類である。ま
た、H セクションは、主に携帯端末、通信技術、ネットワークシステムを含む特許分類である。A セ
クションは生活必需品分野、B セクションは処理操作・運輸分野、C セクションは化学・冶金分野、D
セクションは繊維・紙分野、E セクションは固定構造物分野、F セクションは機械工学分野となる。 
 
 4 . 2 . 2 IPC（メイングループ：G06F1－G06T17、H04B01－H04N101）の出願状況 
図４は、DWPI データベースを利用した分析から、IPC のメイングループ（G06F1－G06T17）の傾
向を示したグラフである（サブセクション G06は、デジタル計算処理、ビジネスモデル特許が収録さ
る分類。）。 
図４の通り、メイングループ G06F03（788レコード）、G06F17（490レコード）が多く抽出された。 
特にメイングループ G06F03（788レコード）は、「インターフェース技術：データ入力装置」に関
する分類であり、G06F17（490レコード）は、「デジタル計算、処理の装置または方法：データ計算処
理」に関する分類である。その他のメイングループでは、G06Q 系（ビジネスモデル系の特許出願内
容）の特許出願、G06T 系（グラフィカルデータ処理）の特許出願も見られる。 
以上より G06F03、G06F17分野に特許出願が集中していることが把握でき、特定分野への技術開発
が活発化していることをこの特許出願の結果から把握できる。 
図５は、DWPI データベースを利用した分析から、IPC のメイングループ（H04B01－H04N101）
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の傾向を明らかにしたグラフである（サブセクション H04は、情報伝送技術、画像伝送技術に関する
分類が収録されている分類である。）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図４ メイングループ G06F1－G06T17別の分類付与件数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５ メイングループ H04B1－H04N101別の分類付与件数 
 
図５の通り、メイングループ H04L29（123レコード）、H04N07（146レコード）が多く抽出された。
特にメイングループ H04L29（123レコード）については、「通信制御技術」に関する分類であり、
H04N07（146レコード）については、「テレビジョン方式（デジタル系）」に関する分類である。 
その他のメイングループでは、H04L12（データ交換ネットワークの特許出願内容）の特許出願、
H04M01、H04N05系の特許出願も見られる。以上より通信分野では H04L29、H04N07分野に特許出
願が集中していることが把握でき、特定分野への技術開発が活発化していることをこの特許出願の結果
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から把握することができる。 
 
 4 ．3 アップル社の日本意匠登録出願分析 
図６は、アップル社の日本意匠登録出願の出願年推移を表したグラフである。図７は、アップル社の日
本意匠登録出願の意匠変遷を表している。日本意匠登録の出願状況を日本特許庁の IPDL データベースで
調査実施した結果、2000－2002年（iPod の誕生2001年）は、日本での意匠登録出願は存在しなかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※各意匠の出願年を基準としてカウント 
※IPDL データベースを利用した出願件数の推移 
図６ JP 意匠登録出願年毎の出願件数推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※2000年から2010年 6 月までの意匠登録出願件数を掲載。各意匠の出願日を基準としてカウントした。 
図７ 日本意匠登録出願年毎の意匠変遷 
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つまり、iPod リリース当初は、日本意匠登録出願を行っていない。その後、2003年以降に製品リリ
ースのタイミングにあわせて日本意匠登録出願件数を増加させていることが分かる。特に iPod touch
の誕生前後（2006－2007年）では、アップル社の日本意匠登録出願の増加が明確になっている。（図
６） 
図７の日本意匠登録出願年毎の推移出願（意匠変遷）から、2003年以降に iPod の筐体に関係する技
術を中心として意匠登録出願を実施している。特に iPod touch の誕生前後（2006－2007年）では、筐
体関連意匠出願にかかわらず、GUI 関連意匠についても出願を行っていることが把握できる。この結
果から特定の分野に出願を増加させており、尚且つ、特許出願と意匠登録出願の使い分けを明確に行っ
ていることが把握できる。知的財産戦略を戦略的に利用していることがうかがえる。 
 
 4 ．4 アップル社の技術戦略まとめ：iPhone の構成部品と特許・意匠の関連性 
図８は、アップル社の iPhone の構成部品と特許出願の関連性を整理した表である。 
アップル社の特許出願状況から、ある特定分野への技術集中を把握した結果、通信・回路関連は自社
の特許出願は少なく、また、筐体に関連する特許出願についてもほとんど特許出願がないことが把握で
きる。アップル社は、筐体・通信・回路関連技術に関しては、他社との連携によって製品開発を行って
いることが示唆できる。また、筐体のデザインについては、意匠登録出願で出願を行い、権利化を図っ
ている。 
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※◎は特許出願が一番多くされている分野、○は特許出願、意匠登録出願が把握できる分野、△は特許出願が
他と比較して少ない分野 
図８ アップル社の iPhone の構成部品と特許出願の関連性 
 
特にアップル社が注力しているのは、GUI やクラウド関連技術、その他 i-Tunes に関連する特許出
願である（図８）。この分野に関しては自社開発を中心とした特許出願を行っている。このような結果
から特定技術分野に技術を集約しながら製品開発を行っていることが把握できる。 
アップル社の技術戦略は、特定分野に技術集中を行いながら他社との連携を重視する、オープン・イ
ノベーション戦略と、自社技術開発によるクローズド・イノベーション戦略とを、うまく組み合わせた
戦略であるといえる。 
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 4 ．5 アップル社の技術戦略の特徴 
図９は、アップル社の技術戦略の特徴を表している。 
アップル社は、スティーブ・ジョブズの特許出願から製品コンセプトを明確に作り、必要な技術要素
を検討するプロセスをとっている。これはマーケットイン型企業の特徴である（図９）。 
アップル社は、製品コンセプトから要素技術を抽出する意思決定が早く（4.1項－4.2項、図３－図
５）、その判断の優位性が製品の優位性を築くための特許出願戦略にも影響を与え、特許出願の集約化
が起こる結果となっている。製品コンセプトの設定から始まり、必要な技術要素を明確にしていく過程
で、コアテクノロジー（キーテクノロジー）のオープンとクローズの戦略的選別を行っていく。 
マーケットイン型企業は、最初の段階でこのコアテクノロジーのイノベーションにおけるオープンと
クローズの使い分けを行うことが、製品開発の成功要因となり、特定分野への技術集約の条件となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図９ アップル社の技術戦略の特徴 
 
 5 ．本研究の結論 
本研究では、オープン・イノベーション時代の特許のあり方について述べた。オープン・イノベーシ
ョンにおける技術戦略のあり方を 2 つのタイプに類型化（マーケットイン型企業とプロダクトアウト
型企業）し、その中でもマーケットイン型企業として位置づけられるアップル社の特許出願等を分析
した。 
その結果から、オープン・イノベーションでは、企業が技術開発の目的の分野にリソースを集約する
ため、特定分野に特許出願が集中することが明らかになった。特定分野の特許出願の増加現象は、オー
プン・イノベーションに適応した企業ほど顕著になり、また、特定分野への特許出願の増加と技術集中
の傾向によって、オープン・イノベーション戦略の度合いを把握できるといえる。 
このような背景を踏まえ、アップル社の技術戦略は、特定分野に技術集中を行いながら他社との連携
を重視する、オープン・イノベーション戦略と自社技術開発によるテクノロジー戦略をうまく組み合わ
せた戦略であるといえる。 
本研究結果から、オープン・イノベーション戦略を取るマーケットイン型企業の中で成功を収めてい
るアップル社の知財情報を把握することで、製品コンセプトの設定と特定の要素技術に集約化が起きる
プロダクトアウト マーケットイン
テクノ
ロジー・
要素技術
出願
プロダクト・
アプリ
ケーション
出願
要素
技術1
要素
技術2
要素
技術3
要素
技術2
要素
技術3
要素
技術4
製品コンセプト
重視製品コンセプト
要素
技術1
①各技術の明確化
②必要技術に集中
①要素技術重視
②要素技術を中心として拡大
要素
技術1
要素
技術2
要素
技術
アップル社の技術戦略の特徴
─   ─ 163
ことを把握した。本研究は、アップル社の傾向のみを取り扱っており、結論を一般化するには、その他
複数の事例分析が必要となる。複数企業の分野ごとの特許出願傾向を見ることで、一般的妥当性が明ら
かになると考える。 
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